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2010 年 2015 年 2010 年 2015 年
医療，福祉業 53.51 51.58 6.18 12.3
教育・学習支援業 22.47 34.58 11.35 19.28
卸売・小売業 20.43 15.43 5.08 6.79
宿泊・飲食サービス業 13.8 17.38 4.75 8.64
生活関連サービス業 13.77 14.59 7.27 9.3
金融・保険業 28.96 36.39 5.63 13.05
学術研究，専門・技術 8.29 10.11 5.98 7.77
その他サービス業 13.73 14.3 5.9 7.67
情報通信業 6.59 14.29 2.77 9.37





2010 年 2015 年 2010 年 2015 年
医療，福祉業 45.49 42.31 7.31 8.21
教育・学習支援業 12.39 24.72 9.4 8.72
卸売・小売業 5.8 4.47 3.39 2.28
宿泊・飲食サービス業 6.21 11.38 1.71 3.9
生活関連サービス業 10.93 15.09 1.33 5.79
金融・保険業 4.07 10.26 1.11 3.54
学術研究，専門・技術 3.46 7.2 2.73 6.67
その他サービス業 7.46 9.32 0.75 3.89
情報通信業 2.79 6.5 1.7 5.95





2010 年 2015 年 2010 年 2015 年
医療，福祉業 22.45 25.02 9.55 8.04
教育・学習支援業 5.11 24.28 1.7 7.06
卸売・小売業 3.38 1.22 2.45 0.38
宿泊・飲食サービス業 5.26 8.62 4.09 6.03
生活関連サービス業 34.43 3.41 16.85 2.27
金融・保険業 0.93 6.89 0.43 5.58
学術研究，専門・技術 2.11 1.43 2.11 0.99
その他サービス業 1.1 6.38 ― 0.17
情報通信業 3.1 7.71 2.14 7.71




























































































































そこで，表 2，図 7の管理職登用年齢を 2000
年，2004 年，2012 年時の調査での第一次選抜
年齢を比較すると 31 歳から 35 歳になってお















2000 年 2004 年
標準登用年齢 第 1次選抜年齢 標準登用年齢 第 1次選抜年齢
28 歳以下  1.1  5.5  2.7 10.1
29 ～ 30 歳  3.7  8.8  6.4 14.1
31 ～ 35 歳 17.7 44.5 21.8 38.7
36 ～ 40 歳 54.7 38.7 47.3 36.2


























であり，7～ 8 年程度を合わせると 8割以上に








































































































建設業 58.3 22.2 16.7 2.8 ― ― ―
製造業 66.3 21.1 7.4 3.2 1.6 ― 0.5
卸売・小売業 63.5 17.3 7.7 9.6 1.9 ― ―
金融・保険，
不動産業 75 10.4 12.5 ― 2.1 ― ―
運輸・通信，
電機 36.4 36.4 18.2 4.5 4.5 ― ―
サービス業 61 22 9.8 2.4 2.4 ― 2.4
その他 ― ― ― ― ― ― ―
5,000 人以上の































































処理 製造 その他 不明
建設業 30.2 16.3 55.8 32.6 ― 2.3 2.3 39.5 2.3 23.3 9.3 14
製造業 24.1 8.8 56.9 28.8 3.1 9.8 7.5 29.2 1.4 26.8 10.8 18.3
卸売・小売業 38.6 6.9 90.1 31.7 2.0 2.0 5.0 38.6 2.0 2.0 5.0 6.9
金融・保険，不動産業 28.1 6.3 87.5 18.8 3.1 ― 1.6 54.7 1.6 4.7 9.4
運輸・通信，電機 44.4 28.6 77.8 33.3 1.6 4.8 36.5 1.6 4.8 6.3 12.7
サービス業 36.6 28.2 63.4 26.8 4.2 2.8 5.6 31.0 7.0 9.9 4.2 15.5
その他 ― ― 100 ― ― ― ― ― ― ― ― ―









































































































































































































































































































































労働省の調査 8）によると 5,000 人以上の企業で
















































































表 5　コース転換実績（一般職 → 総合職）
企業規模 毎年あり 1度又は 2度あり 1度もなし
5,000 人以上 30.8％ 53.8％ 15.4％
1,000 ～ 4,999 人 20％ 43.3％ 36.7％
300 ～ 999 人 9.5％ 52.4％ 38.1％















































































兼松事件（東京高裁平成 20 年 1 月 30 日判決），
住友金属工業事件（大阪地裁平成 17 年 3 月 28
日判決），野村証券（男女差別）事件（東京地



























































































































































５） 同調査では 10 人以上の企業を対象にしている
が，1000 人の会社で導入している割合が約 5割
















123 社で，このうち 5,000 人以上 16 社，1,000 ～
4,999 人 47 社，300 ～ 999 人 26 社，300 人未満
34 社の内訳である。ヒヤリングは 2007 年 4 月
～ 2008 年 3 月にかけて行われた。表 5はそのう
ち一般職から総合職への転換制度を導入してい
る企業 87 社について集計したものである。
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